
資料１ 

デジタルプラットフォームの透明性・公正性に関する 

モニタリング会合の開催について 

 

令和３年１２月２４日 

経 済 産 業 省 

 

１．趣旨・目的 

 

デジタルプラットフォーム提供者は、イノベーションの担い手として、中

小企業等に、国内外の新規顧客の開拓機会を提供するなど、重要な役割を担

っている。他方、デジタルプラットフォームを巡っては、取引の透明性や公

正性など取引環境上の課題についての懸念が生じている。 

 

当該課題に対応するため、「特定デジタルプラットフォームの透明性及び

公正性の向上に関する法律」（令和二年法律第三十八号）は、規制対象とな

る「特定デジタルプラットフォーム提供者」に対し、取引条件等の情報の開

示及び自主的な手続・体制の整備を行い、実施した措置や事業の概要につい

て、毎年度、自己評価を付した報告書を提出することを義務付けている。そ

の上で、経済産業大臣は、特定デジタルプラットフォームの透明性及び公正

性について評価を行い、当該評価の結果を公表することとされている。 

 

上記の評価に向けて、関係者や有識者等の意見を聴取するため、「デジタ

ルプラットフォームの透明性・公正性に関するモニタリング会合」を開催す

る。本会合では、特定デジタルプラットフォーム提供者が提出する報告書や、

デジタルプラットフォームを利用する事業者（出店事業者、デベロッパー等）

向けに設置した相談窓口に寄せられた情報などに基づき、デジタルプラット

フォームを利用する事業者や消費者等の意見も聞きながら議論を行う。 

 

本取組（モニタリング・レビュー）を通じて、関係者間での課題共有や相

互理解を促すとともに、特定デジタルプラットフォームの透明性及び公正性

の向上につなげていく。 

 

 

２．構成員等 

 

別紙のとおり



 

（別紙） 

デジタルプラットフォームの透明性・公正性に関するモニタリング会合  
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黒田
く ろ だ

 敏史
としふみ
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伊
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 東京都立大学大学院法学政治学研究科 教授 
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たかくら

 弘喜
ひ ろ き

 大学共同利用機関法人情報・情報システム研究機構 国立情報学研究所 

アーキテクチャ科学研究系 教授 
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 雅子
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＜オブザーバー＞ 

金
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 博子
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＜関係省庁＞ 
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消費者庁 消費者政策課 

総務省 情報流通行政局 情報通信政策課 

経済産業省 経済産業政策局 競争環境整備室 

 

（令和３年１２月２４日現在） 


